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「平成２６年度 建設コンサルタント業務等における入札・契約手続
きに関するガイドライン」の一部改定、及び「国土交通省登録技術者
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○「国土交通省登録技術者資格※」とは、公共工事に関する調査及び設計等の品質確保に資する技術者資格登
録規程（平成26年11月28日付け国土交通省告示第1107号）に基づき、国土交通大臣の登録を受けた資格を
いう。（官報告示及び国土交通省ホームページにおいて公表）
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Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

１．ガイドライン一部改定の概要
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１．「国土交通省登録技術者資格※」に対応した改定
【プロポーザル方式、総合評価落札方式】
１）応募・競争参加資格要件：配置予定管理技術者の資格に関する要件
２）評価基準：基本事項（技術者） 資格に関する要件

２．評価基準の見直し
【プロポーザル方式、総合評価落札方式、価格競争方式】
１）基本事項（企業）：企業信頼度（指名停止等の措置）

３．競争参加者・発注者の入札・契約手続における負担の軽減
【プロポーザル方式】
１）総合評価審査委員会、入札・契約手続運営委員会の見直し
２）特定テーマ数、提出様式の軽減

【総合評価落札方式】
３）総合評価落札方式（１：２）の業務における特定テーマの軽減
４）技術提案書提出様式の軽減

１．ガイドライン一部改定の概要

２

１）一部改定の概要



Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

２．公共工事に関する調査及び設計等の品質確

保に資する技術者資格登録
【国土交通省登録技術者資格】
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「今後の社会資本の維持管理・更新のあり方」

国土交通大臣より諮問

１）民間資格の登録制度創設の経緯等について

平成２４年 ７月

平成２５年１２月
「本格的なﾒﾝﾃﾅﾝｽ時代に向けたｲﾝﾌﾗ政策の総合的な充実」

～キックオフ「ﾒﾝﾃﾅﾝｽ政策元年」～

社会資本整備審議会、交通政策審議会 答申

社会資本整備審議会、交通政策審議会

平成２６年 ３月

１．点検・診断に関する資格制度の確立

技術部会 引き続き検討すべき４項目を決定

平成２６年 ４月

点検・診断に関する資格制度の確立を優先課題として決定

社会資本ﾒﾝﾃﾅﾝｽ戦略小委員会 資格制度の検討に着手

平成２６年１１月

「社会資本ﾒﾝﾃﾅﾝｽの確立にむけて緊急提言：民間資格の登録制度の創設」の
提言・公表

技術部会 「緊急提言：民間資格の登録制度の創設」提言

公共事業に関する調査及び設計等の品質確保に資する技術者資格登録規程の告示

平成２６年 ８月

・維持管理分野の資格制度の構築
・新設分野の資格制度の構築が必要

※平成26年12月25日 調査・設計等分野における品質確保に関する懇談会（平成26年 第1回）資料より
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【検討中】
新設の調査・設計等の分野における
技術者の民間資格の登録制度

【登録規程の告示（H26.11.28） 】
維持管理分野における民間資
格の登録制度

○施設等の対象 ： 国土交通省所管の社会資本分野のうち、土木構造物等。
○業務の対象 ： 工事完成後の点検、診断、 補修設計等。

※今後、計画、調査、設計等（測量を除く）についても、制度構築に向けて検討中。

（ 都道府県、 市町村 ）

調査

民間資格の登録制度が対象とする業務範囲

２）「公共工事に関する調査及び設計等の品質確保に資する技術者資格登録規程」の概要

※平成26年12月25日 調査・設計等分野における品質確保に関する懇談会
（平成26年 第1回）資料より
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④登録要件を満たす民間資格を登録

＜背景＞

•老朽化施設の増加と維持管理に関する法令等の整備に伴い、今後点検・診断等の業務の増加が見込まれる
•業務発注時に、特に市町村において技術者の資格が十分活用されていない
•平成26年6月に改正された「公共工事の品質確保の促進に関する法律」において、資格等による適切な能力の評価が規定。

①点検・診断等の業務に必要な知識・技術を登録要件として明確化

＜民間資格の登録等のプロセス＞

国土交通省が業務内容に応じて必要となる知識・技術を登録要件として明確化し、登録要件等に適合すると評価され
た民間資格を登録する登録規程を国土交通大臣が告示。

②民間資格を公募

③民間資格を業務内容に応じた必要な知識・技術を有するか評価

外注業務において登録された資格を活用

登録規程の枠組み

道路 砂防 ○○

橋梁（鋼橋）
橋梁（コンクリート

橋）
トンネル 砂防設備 ○○

点検
道路橋（鋼橋）の点検業務の実施にあたり、道路法施行規
則第４条の５の２に定められた事項（健全性の診断を除く）
を確実に履行するために必要な知識及び技術

・・・ ・・・ ・・・ ・・・

診断 ・・・ ・・・ ・・・ ・・・ ・・・

道路 砂防 ○○

橋梁（鋼橋） 橋梁（コンクリート橋） トンネル 砂防設備 ○○

点検
○○技能士
○○診断士

○○技能士
○○診断士

○○技能士
○○診断士

○○技能士
○○診断士
○○技術士

・・・

診断 ・・・ ・・・ ・・・ ・・・

２）「公共工事に関する調査及び設計等の品質確保に資する技術者資格登録規程」の概要

※平成26年12月25日 調査・設計等分野における品質確保に関する懇談会（平成26年 第1回）資料より
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知識・技術を求める者:

今回の登録規程に位置付けた施設分野-業務-知識・技術を求める者

道路 砂防 海岸 港湾 空港
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分

野

管理技術者

担当技術者

管理技術者と担当技術者の両者

注）本表以外に港湾施設における「計画策定」の業務がある。

※平成26年12月25日 調査・設計等分野における品質確保に関する懇談会（平成26年 第1回）資料より
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２）「公共工事に関する調査及び設計等の品質確保に資する技術者資格登録規程」の概要



登録資格
公示

登録等の流れ

民間資格の
保有者

資格保有者の

技術力の維持向上
のための措置

国

登
録
要
件
の
適
合
確
認
・登
録

（例）
○法令、技術基準等に関する知識
○工学的基礎知識
○経験
○点検技術・点検方法に関する知識
○診断技術・診断方法に関する知識
○補修設計技術・補修設計方法に関

する知識

登録申請

○資格付与試験等を一回以上実施した実績
○資格付与試験等の安定的な実施
○受験条件が、広く一般に公表されていること
○特定の者に利益を与えるものでないこと
○資格付与試験等が別表の第一欄から第五欄に掲げる要件

を満たす内容を有すること
○試験問題の作成及び合格者の判定等にあたる者に、土木

分野の教授、准教授又は博士の学位を授与された者が含
まれること

○合格者の登録及び証明等について、管理番号を記載した
証明書等の交付

○合格者の知識及び技術の維持向上のための措置
○登録の抹消等のための適切な審査手続

講習、研修の受講、
CPDの取得等

※５年毎の
登録更新

申請者（資格付与事業等の実施主体）

対象施設・業務に応じて設定

登録規程（登録要件の明確化）

大臣告示

登録要件

施設分野、業務、知識・技術を求め
る者の区分毎の必要な知識・技術

○過去５年間の実績に基
づき、申請書類（様式、
誓約書、添付書類等）を
作成

○申請の次年度以降５年間、
登録要件に適合した資格
付与試験等を毎年１回以
上実施

資格の活用

発注者
○業務の入札参加要件に登録資格を設定

○指名業者選定時及び落札業者選定時に登録資
格保有者を優位に評価

別途検討

８

※平成26年12月25日 調査・設計等分野における品質確保に関する懇談会（平成26年 第1回）資料より

２）「公共工事に関する調査及び設計等の品質確保に資する技術者資格登録規程」の概要
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２）「公共工事に関する調査及び設計等の品質確保に資する技術者資格登録規程」の概要
※平成26年11月28日 社会資本整備審議会・交通政策審議会分科会技術部会

第１回技術者資格制度小委員会 資料より



11

２）「公共工事に関する調査及び設計等の品質確保に資する技術者資格登録規程」の概要
※平成26年11月28日 社会資本整備審議会・交通政策審議会分科会技術部会

第１回技術者資格制度小委員会 資料より



Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

３．「国土交通省登録技術者資格」を活

用する業務の入札・契約手続き
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○今回の「国土交通省登録技術者」に位置付けられたのは、都市公園、砂防、海岸、道路、及び港湾、
空港の各施設における、点検、診断、補修設計の業務

○このうち、中部地整において当面発注を予定している、砂防（施設分野：砂防施設、地すべり防止施
設）、道路（施設分野：橋梁（鋼橋）、橋梁（コンクリート橋）、トンネル）における業務：点検、診断を対
象とする

○砂防、道路の各施設分野－業務ごとの発注方式は下記を標準とする。

１）「国土交通省登録技術者資格」を活用する業務

施設分野 業務 発注方式

砂防
砂防設備
地すべり防止施設

点検 総合評価落札方式（１：１）

診断 プロポーザル方式

道路

橋梁
点検 総合評価落札方式（１：１）

診断 総合評価落札方式（１：２）

トンネル
点検 総合評価落札方式（１：１）

診断 総合評価落札方式（１：２）

13



１）応募要件、競争参加資格要件

配置予定管理技術者の資格に関する要件

◇標準

配置予定管理技術者については以下に掲げる資格等のいずれかを有すること。

業務の内容に応じて資格を設定する。

①技術士(総合技術監理部門：建設部門関連科目、又は、建設部門)
②博士（工学）、博士（理学）、博士（学術）（専門分野：○○に関する研究）【研究業務等高度な技術検討や学

識的見識を要する場合に設定する。】
③国土交通省登録技術者資格※（施設分野：○○－業務：○○）【当該業務について、「技術者資格登録簿」

の「資格が対象とする区分」の「施設分野－業務」に該当があり、かつ、「知識を求める者」として管理技術
者に係る資格の記載がある場合】

④ＲＣＣＭ（国土交通省登録技術者資格※に登録された部門を除く）
⑤地質調査技士【現場作業のある調査業務において設定】
⑥土木学会認定技術者（特別上級、上級、１級）（国土交通省登録技術者資格※に登録された部門を除く）
⑦コンクリート診断士【コンクリート構造物の維持・修繕において設定】
⑧土木鋼構造診断士【鋼構造物の維持・修繕において設定】

■④～⑧等の業務内容に応じた民間資格の設定に際しては、国土交通省登録技術者資格※の適用の有
無を確認し、重複した記載とならないよう留意する。

■「国土交通省登録技術者資格※」とは、公共工事に関する調査及び設計等の品質確保に資する技術者
資格登録規程（平成26年11月28日付け国土交通省告示第1107号）に基づき、国土交通大臣の登録を受
けた資格をいう。（官報告示及び国土交通省ホームページにおいて公表）

■測量業務における測量士については要件として設定しない。

14

【プロポーザル方式、総合評価落札方式】



配置予定管理技術者の資格に関する要件

◇砂防（施設分野：砂防設備、地すべり防止施設－業務：点検（総合評価落札方式）、診断（プロポーザル方式））

配置予定管理技術者については以下に掲げる資格等のいずれかを有すること。

①技術士(総合技術監理部門：建設部門関連科目、又は、建設部門)
②博士（工学）、博士（理学）、博士（学術）、博士（農学）（専門分野：砂防に関する研究）
③国土交通省登録技術者資格※（施設分野：砂防施設、地すべり防止施設－業務：診断）
④ＲＣＣＭ（国土交通省登録技術者資格※に登録された部門を除く）
⑤土木学会認定技術者（特別上級、上級、１級）（国土交通省登録技術者資格※に登録された部門を除く）
⑥コンクリート診断士【コンクリート構造物の維持・修繕において設定】
⑦土木鋼構造診断士【鋼構造物の維持・修繕において設定】
⑧一級土木施工管理技士
⑨河川管理支援士

■⑥⑦については、診断対象施設として、コンクリート構造物と鋼構造物の両方が混在する場は、⑥⑦双方
の資格を有していなければならない。
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１）応募要件、競争参加資格要件 【プロポーザル方式、総合評価落札方式】



配置予定管理技術者の資格に関する要件

◇道路（施設分野：橋梁（鋼橋）、橋梁（コンクリート橋）－業務：点検、診断）

配置予定管理技術者については以下に掲げる資格等のいずれかを有すること。

①技術士(総合技術監理部門：建設部門関連科目、又は、建設部門)
②ＲＣＣＭ
③土木学会認定技術者（特別上級、上級、１級）
④コンクリート診断士（コンクリート橋の診断に限る）
⑤土木鋼構造診断士（鋼橋の診断に限る）

■④⑤については、診断対象橋梁として、コンクリート橋と鋼橋の両方が混在する場は、④⑤双方の資格を
有していなければならない。

◇道路（施設分野：トンネル－業務：点検、診断）

配置予定管理技術者については以下に掲げる資格等のいずれかを有すること。

①技術士(総合技術監理部門：建設部門（トンネル）、又は、建設部門（トンネル）)
②ＲＣＣＭ（トンネル）

16

１）応募要件、競争参加資格要件 【総合評価落札方式】



配置予定担当技術者の資格に関する要件

◇道路（施設分野：橋梁（鋼橋）、橋梁（コンクリート橋）－業務：点検、診断）

配置担当管理技術者については以下に掲げる資格等のいずれかを有すること。

①技術士(総合技術監理部門：建設部門関連科目、又は、建設部門)
②国土交通省登録技術者資格※（施設分野：橋梁（鋼橋）、橋梁（コンクリート橋）－業務：診断）
③ＲＣＣＭ（国土交通省登録技術者資格※に登録された部門を除く）
④土木学会認定技術者（特別上級、上級、１級）（国土交通省登録技術者資格に登録された部門を除く）

◇道路（施設分野：トンネル－業務：点検、診断）

配置担当管理技術者については以下に掲げる資格等のいずれかを有すること。

①技術士(総合技術監理部門：建設部門（トンネル）、又は、建設部門（トンネル）)
②国土交通省登録技術者資格※（施設分野：トンネル－業務：診断）
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１）応募要件、競争参加資格要件 【総合評価落札方式】



設計共同体として認める業務の区分

18

施設分野 業務 設計共同体として認める業務の区分

砂防
砂防施設

点検・診断 ①区域による区分／出張所単位
地すべり防止施設

道路

橋梁
点検 ①橋種による区分：鋼橋／コンクリート橋

②区域による区分／出張所単位、道路路線単位、道路橋単位診断

トンネル
点検

①区域による区分／出張所単位、道路路線単位、トンネル単位
診断

１）応募要件、競争参加資格要件 【総合評価落札方式】



業務拠点に関する要件

次に該当する場合は、競争参加資格要件として設定することが出来る。

①業務執行上等の理由から品質向上等に寄与することが想定され、本要件を含め競争参加資格要件を満たす者が３０者
程度以上確保できる場合

②本要件以外の競争参加資格要件を著しく多数の者が満たすことが想定される場合

【業務拠点に関する要件】

(1)○○県内（又は○○事務所管内）に営業拠点等を有するものでなければならない。

なお、地域を限定することが出来ない場合は次の要件とする。

(2)中部地方整備局管内に営業拠点等を有するものでなければならない。

※営業拠点等とは、技術者が１名以上常駐する本社(店)、支社(店)又は営業所等をいう。

19

施設分野 業務 業務拠点に関する要件

砂防
砂防施設

点検・診断 中部地方整備局管内を標準とする。
地すべり防止施設

道路

橋梁
点検

中部地方整備局管内を標準とする。
診断

トンネル
点検

診断

１）応募要件、競争参加資格要件 【総合評価落札方式】



項目 応募要件

要件 入札参加希
望者（企業）

基本的要素 単体企業 予算決算及び会計令（昭和２２年勅令第165号）第７０条及び第７１条の規定に該当しない者であること。

（平成27・28年度競争参加資格審査申請の定期受付において平成27年1月30日までに申請を行い受理されている者
で、）中部地方整備局（港湾空港関係を除く。）における土木関係建設コンサルタント業務に係る平成27・28年度の一
般競争（指名競争）参加資格の認定を（平成27年4月1日時点において）受けていること。

会社更生法に基づき更生手続開始の申立てがなされている者又は民事再生法に基づき再生手続開始の申立てがな
されている者でないこと。

申請書等の提出期限の日から開札の時までの期間に中部地方整備局長から建設コンサルタント業務等に関し指名
停止の措置を受けていないこと。

警察当局から、暴力団員が実質的に経営を支配する建設業者等又はこれに準ずるものとして、国土交通省発注の
建設コンサルタント業務等から排除要請があり、当該状態が継続している者でないこと。

設計共同体 単体企業の条件を満たしている者により構成される設計共同体であって、「競争参加者の資格に関する公示」（平成
27年○月○○日付け中部地方整備局長）に示すところにより中部地方整備局長から平成27年度 ○○○業務に係
る設計共同体としての競争参加者の資格の認定を受けている（又は申請を行っている）こと。なお、設計共同体で参
加する場合、管理技術者は設計共同体の代表者から配置されていること。

業務実施体制に関する要件 参加表明書に示される業務実施体制に関し、次の事項に該当しないこと。
①再委託の内容が、主たる部分の場合
②業務の分担構成が、不明確又は不自然な場合
③設計共同体による場合に、業務の分担構成が細分化され過ぎている場合、一の分担業務を複数の構成員が実

施することとしている場合

業務実績に関する要件 平成17年度以降に完了した以下に示す同種又は類似業務（平成26年度完了予定も対象に含む）において、１件以上
の実績を有していること。ただし、業務の実績のうち地方整備局委託業務等成績評定要領に基づく業務成績が60点
未満の業務は実績として認めない。
なお、設計共同体による実績の場合、分担業務の実績を実績として認める。ただし、再委託等により行ったものは実
績として認めない。
・同種業務：○○○○○○○○○○○○○○に関する業務
・類似業務：○○○○○○○○○○○○○○に関する業務

業務拠点に関する要件 ○○県内に営業拠点等を有するものでなければならない。
又は
中部地方整備局管内に営業拠点等を有するものでなければならない。

※営業拠点等とは、技術者が１名以上常駐する本社(店)、支社(店)又は営業所等をいう。 20

１）応募要件、競争参加資格要件 ※下記は総合評価落札方式の例



項目 応募要件

要件 配置予定管
理技術者

資格に関する要件
※業務の内容に応じて資格

を設定する

以下に掲げる資格等のいずれかを有すること。（業務区分毎に設定する）
a) 技術士(総合技術監理部門：建設部門関連科目、又は、建設部門)
b) 博士（工学）、博士（理学）、博士（学術）（専門分野：○○に関する研究）【研究業務等高度な技術検討や学識的見

識を要する場合に設定する。】
c)国土交通省登録技術者資格※（施設分野：○○－業務：○○）【当該業務について、「技術者資格登録簿」の「資

格が対象とする区分」の「施設分野－業務」に該当があり、かつ、「知識を求める者」として管理技術者に係る資格
の記載がある場合】

d)ＲＣＣＭ（国土交通省登録技術者資格※に登録された部門を除く）
e)地質調査技士【現場作業のある調査業務において設定】
f)土木学会認定技術者（特別上級、上級、１級）（国土交通省登録技術者資格※に登録された部門を除く）
g) コンクリート診断士【コンクリート構造物の維持・修繕において設定】
h) 土木鋼構造診断士【鋼構造物の維持・修繕において設定】

※d～h等の業務内容に応じた民間資格の設定に際しては、国土交通省登録技術者資格※の適用の有無を確認
し、重複した記載とならないよう留意する。

業務実績に関する要件 平成17年度以降に完了した以下に示す同種又は類似業務（平成26年度完了予定も対象に含む）において、１件以上
の実績を有していること。ただし、業務の実績のうち地方整備局委託業務等成績評定要領に基づく業務成績が60点
未満の業務は実績として認めない。

業務実績は、受発注者の立場で行った請負業務の実績の他、関連する調査、計画、研究、企画、設計、分析、評価、
著述等の具体的な業務を同種又は類似業務として認める。なお、照査技術者としての実績は認めない。

・同種業務：○○○○○○○○○○○○○○に関する業務
・類似業務：○○○○○○○○○○○○○○に関する業務

手持ち業務量に関する要件 平成27年4月1日（平成27年4月2日以降に公示を行った業務については、当該公示日）現在の全ての手持ち業務（本
業務は含まない。特定後未契約のものを含む。）の契約金額合計が４億円未満かつ手持ち業務の件数が１０件未満
である者であること。なお、管理技術者として予決令85条に基づく調査基準価格を下回る場合で契約がなされた業務
を手持ち業務として有する場合には、契約金額合計が２億円未満かつ手持ち業務の件数が５件未満である者でなけ
ればならない。なお、手持ち業務とは管理技術者、担当技術者として従事している契約金額が５００万円以上の業務
をいう。

21

１）応募要件、競争参加資格要件 ※下記は総合評価落札方式の例



項目 応募要件

要件 配置予定担
当技術者

資格に関する要件
（道路について設定する）
※業務の内容に応じて資格

を設定する

以下に掲げる資格等のいずれかを有すること。
a) 技術士(総合技術監理部門：建設部門関連科目、又は、建設部門)
b)国土交通省登録技術者資格※（施設分野：道路－業務：○○）【当該業務について、「技術者資格登録簿」の「資

格が対象とする区分」の「施設分野－業務」に該当があり、かつ、「知識を求める者」として担当技術者に係る資格
の記載がある場合】

c)ＲＣＣＭ（国土交通省登録技術者資格※に登録された部門を除く）
d) 土木学会認定技術者（特別上級、上級、１級）（国土交通省登録技術者資格※に登録された部門を除く）

※c～d等の業務内容に応じた民間資格の設定に際しては、国土交通省登録技術者資格※の適用の有無を確認
し、重複した記載とならないよう留意する。

技術提案書に関する要件 ①実施方針
②業務実施体制

応募要件の有無 上記の要件を全て満足すること。

22

１）応募要件、競争参加資格要件 ※下記は総合評価落札方式の例



技術者資格の評価の考え方

公共工事に関する調査及び設計等の品質確保に資する技術者資格登録規程（平成26

年11月28日付国土交通省告示第1107号、以下「登録規程」という。）に基づく登録制度が

創設されたことを踏まえ、技術者資格の評価については、登録規程に基づく公共工事に関

する調査及び設計等の品質確保に資する技術者資格登録簿（以下「技術者資格登録簿」

という。）を確認し、対象業務に該当するものを適用するものとする。

23

２）評価基準 【プロポーザル方式、総合評価落札方式】



２）評価基準

基本事項評価 ○業務実績 同種 5 5
（企業） 類似 0 0

△企業信頼度 有り 5
（優良表彰の有無） 無し 0

○○ 5
◇◇ 3
△△ 0

◎企業信頼度 該当無し 0
（指名停止等の措置） 該当有り -10
合計 5

基本事項評価 ○業務実績 同種 10 10
(技術者） 類似 0 0

△技術者信頼度 有り 5
（優良表彰の有無） 無し 0
△地域精通度 ○○ 5
（地域での業務経験） ◇◇ 3

△△ 0
合計 10

企画提案書評価 ◎実施方針 10
◎業務実施体制 5
◎特定テーマ１ 25
○特定テーマ２ 25
△特定テーマ３
合計 65

ヒアリング ◎技術者としての基本的な技術力 10
◎企画提案書の内容に関する知識 10
合計 20

総合計 100
　　「◎」：必ず設定　　「○」：原則設定　　「△」：必要に応じて設定　　「－」：原則設定しない
※標準配点においては満点を100とする。
※特定テーマ数を増減しても企画提案書評価の配点の合計は変更しない。
※地域精通度などの追加項目の評価をする時は、満点を100に追加項目の加点分だけ加える。

30

10
20

配点イメージ

65

プロポーザル方式の評価点の配点イメージ

10～30

10～20

△地域精通度
（地域での業務経験）

10～30
10～30

標準配点案

5～10

■Ｈ２６業務ガイドライン ①「技術者資格登録簿」の区分に管理技術者及び担当技術者の記載がある（今回は参考）
②「技術者資格登録簿」の区分に管理技術者のみ記載がある（砂防が該当）
③「技術者資格登録簿」の区分に担当技術者のみ記載がある（今回は参考）

※特定テーマ数を追加しても、企画提案書評価（特定テーマ）の配点の合計（５０点）は変更しない。
※地域精通度などの追加項目の評価をする時は、標準配点に追加項目の配点分だけ加える。

評価項目
標準配点

① ② ③

基本事項
評価
（企業）

業務実績 同種・類似業務 ５ ５ ５

企業信頼度
（文書注意等の
措置）

該当無し ０ ０ ０

文書注意措置後１ヶ月 －２ －２ －２

口頭注意措置後１ヶ月 －１ －１ －１

合計 ５ ５ ５

基本事項
評価
（技術者）

管理技術者

資格(1)
技術士、博士 － － ５

ＲＣＣＭ等 － － ３

資格(2)

技術士、博士 ５ ５ －

国土交通省
登録技術者資格

３ ３ －

上記以外 １ １ －

業務実
績

同種・類似業務 １０ １０ １０

担当技術者 資格

技術士、博士

３

－

３国土交通省
登録技術者資格

－

上記以外 １ － １

合計 １８ １５ １８

企画提案
書

実施方針 １０ １０ １０

業務実施体制 ５ ５ ５

特定テーマ ５０ ５０ ５０

合計 ６５ ６５ ６５

ヒ ア リ ン
グ

技術者としての基本的な技術力 １０ １０ １０

企画提案書の内容に関する知識 １０ １０ １０

合計 ２０ ２０ ２０

総計 １０８ １０５ １０８

■「国土交通省登録技術者資格」活用の対象業務
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【プロポーザル方式】

標準配点イメージ

一部改定



基本事項（技術者）：資格に関する要件

①「技術者資格登録簿」の区分に管理技術者及び担当技術者の記載がある（今回は参考）

(1) 配置予定管理技術者

(2) 配置予定担当技術者
※複数の予定担当技術者が申請された場合は、申請された全ての予定担当技術者の評価点の平均値とする。

配点 判断基準

５
技術士(総合技術監理部門：建設部門関連科目、又は、建設部門)
博士（工学）、博士（理学）、博士（学術）（専門分野：○○に関する研究）

３ 国土交通省登録技術者資格※（施設分野：○○－業務：○○）

１ 上記以外の応募要件として設定した資格

配点 判断基準

３

技術士(総合技術監理部門：建設部門関連科目、又は、建設部門)
博士（工学）、博士（理学）、博士（学術）（専門分野：○○に関する研究）

国土交通省登録技術者資格※（施設分野：○○－業務：○○）

１ 上記以外の応募要件として設定した資格

②「技術者資格登録簿」の区分に管理技術者のみ記載がある（砂防（施設分野：砂防設備、地すべり防止施設－業務：診断））

(1) 配置予定管理技術者

配点 判断基準

５
技術士(総合技術監理部門：建設部門関連科目、又は、建設部門)
博士（工学）、博士（理学）、博士（学術）、博士（農学）（専門分野：砂防に関する研究）

３ 国土交通省登録技術者資格※（施設分野：砂防設備、地すべり防止施設－業務：診断）

１ 上記以外の応募要件として設定した資格
25

２）評価基準 【プロポーザル方式】



基本事項（技術者）：資格に関する要件

③「技術者資格登録簿」の区分に担当技術者のみ記載がある（今回は参考）

(1) 配置予定管理技術者

(2) 配置予定担当技術者
※複数の予定担当技術者が申請された場合は、申請された全ての予定担当技術者の評価点の平均値とする。
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配点 判断基準

３

技術士(総合技術監理部門：建設部門関連科目、又は、建設部門)
博士（工学）、博士（理学）、博士（学術）（専門分野：○○に関する研究）

国土交通省登録技術者資格※（施設分野：○○－業務：○○）

１ 上記以外の応募要件として設定した資格

配点 判断基準

５
技術士(総合技術監理部門：建設部門関連科目、又は、建設部門)
博士（工学）、博士（理学）、博士（学術）（専門分野：○○に関する研究）

３
ＲＣＣＭ
土木学会認定技術者【特別上級、上級、１級】
上記以外の応募要件として設定した資格

２）評価基準 【プロポーザル方式】



②「技術者資格登録簿」の区分に管理技術者のみ記載がある

評価項目 評価の着目点
配点

判断基準

基本事項
（企業）

業務実績 平成17年度に完
了した同種又は
類似業務の実績
（平成26年度完了
予定も対象に含
む）

提出された3件の同種又は類似業務の実績について、業務実績の内容、本業務との関連性等を勘案し5段階で評価す
る。

① 5
② 3
③ 2
④ 1
⑤ 0

【同種業務のみを設定した場合】
提出された3件の同種業務の実績について、業務実績の内容、本業務との関連性等を勘案し3段階で評価する。

① 5
② 3
③ 0

企業信頼度（文書注意等の措置） 企画提案書提出日において以下の期間内である場合、評価点を減じるものとする。
なお、中部地方整備局発注の建設コンサルタント業務等に係る措置に限る。
① 該当なし
② 文書注意措置後1ヶ月
③ 口頭注意措置後1ヶ月

① 0
② －2
③ －1

合計 5

基本事項
（技術者）

管
理
技
術
者

資格 下記の順位で評価することを標準とする。
① 技術士、博士
② 国土交通省登録技術者資格※
③ 上記以外の応募要件として設定した資格

① 5
② 3
③ １

業務実績 平成17年度に
完了した同種
又は類似業務
の実績（平成
26年度完了予
定も対象に含
む）

提出された3件の同種又は類似業務の実績について、業務実績の内容、本業務との関連性等を勘案し5段階で評価す
る。

① 10
② 6
③ 4
④ 2
⑤ 0

【同種業務のみを設定した場合】
提出された3件の同種業務の実績について、業務実績の内容、本業務との関連性等を勘案し3段階で評価する。

① 10
② 6
③ 0

合計 15
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（砂防（施設分野：砂防設備、地すべり防止施設－業務：診断））

２）評価基準 【プロポーザル方式】



評価項目 評価の着目点
配点

判断基準

企画提案書 実施方針 実施方針（工程表や業務フロー等を含む）について、業務の内容、目的を理解し、業務成果の品質向上に資する提案
や業務実施方針の妥当性が高い場合に優位に評価する。

（着目点）
・目的、条件、内容の理解度
・業務実施手順を示す実施フロー及び工程表の妥当性
・業務実施上の課題や留意点の明確さと、その対応策についての記載内容の適切性
・業務成果の品質向上に関する記載内容の適切性

10

業務実施体制 実施体制について、業務を遂行する上で適切な体制が確保されている場合や業務経験者や専門技術者を配置してい
る場合に優位に評価する。

（着目点）
・業務を遂行する上で確保される実施体制の適切性
・業務の経験者や専門技術者を配置
・ミス防止体制の記載内容の妥当性
・セキュリティ及びコンプライアンス対策についての記載内容の妥当性
・業務を遂行する上での工夫点の妥当性

5

特定テーマ
○○○○○○○○○○○○○○
○○○○

特定テーマについて、業務の課題・留意点等を充分に理解しており、提案内容が的確かつ実現性が高い場合や独創
的な提案の場合に優位に評価する。

（着目点）
・業務の特性や地形、環境、地域特性などの与条件を十分理解しており、問題点、課題、留意点等が明確に示され
ている。
・課題、留意点に対して既往検討成果や関連技術、関連する技術基準等の最新の技術的知見に基づく解析手法、
検討手法の提案がある。
・業務の特性や難易度に応じた高度かつ適切な解析手法、検討手法の提案がある。
・工学的知見に基づく前例のないような提案や独創的な解析手法、検討手法の提案がある。

50

合計 65
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②「技術者資格登録簿」の区分に管理技術者のみ記載がある （砂防（施設分野：砂防設備、地すべり防止施設－業務：診断））

２）評価基準 【プロポーザル方式】



評価項目 評価の着目点
配点

判断基準

ヒアリング 技術者としての基本的な技術力 業務内容を実施するために必要となる専門技術力及び業務に関連する専門技術の知識が確認できる場合に優位に
評価

（着目点）
・技術者自身の業務実績に自ら主体的に携わったことが認められる。
・業務実施上の課題や留意点を把握している。
・業務に関連する技術的知識の保有が 確認できる。
・業務経験が豊富であると伺える。 等

10

企画提案書の内容に関する知識 業務の目的、内容を十分理解し、取り組み意欲が高い場合や企画提案内容の理解度が確認できる場合に優位に評価
（着目点）

・業務の目的、内容又は企画提案（実施方針、特定テーマ等）の内容を把握しており、すべての質問に対して適切な
回答がある。
・企画提案の内容について、技術的根拠に基づき説明できる。
・業務に関連する技術基準、指針、事例等の最新の情報に関し、知識を保有している。
・企画提案の内容に関し、的確な補足説明がある。 等

10

合計 20

参考見積 業務コストの妥当性 参考見積価格が、提示した業務規模と大きくかけ離れているか、または提案内容に対して見積が不適切な場合には、
特定しない。
参考見積（様式自由）の提出がない場合は、提案された企画提案内容の業務規模等が判断できないため提案を無効
とし、特定しない。

―

総計 105
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②「技術者資格登録簿」の区分に管理技術者のみ記載がある （砂防（施設分野：砂防設備、地すべり防止施設－業務：診断））

２）評価基準 【プロポーザル方式】



１：２、１：３

テーマ無し テーマ有り

基本事項評価 ◎業務実績 同種 1 1 1 1
（企業） 類似 0 0 0 0

◎業務成績 中部地整平均76点以上 4 4 4 4
中部地整平均74～76点 3 3 3 3
中部地整平均72～74点 2 2 2 2
中部地整平均60～72点、他機関での４年以内の同種・類似 1 1 1 1
中部地整平均60点未満、他機関での４年以内の同種・類似なし 0 0 0 0

△企業信頼度 中部地整の実績 3
（優良表彰の有無） 中部地整以外の全国レベル 1

無し 0
○業務拠点 ○○ 1～2 2 2 1

◇◇ 1 1 1
△△ 0 0 0 0

△地域精通度 ○○ 2
（地域での業務経験） ◇◇ 1

△△ 0
△企業信頼度 中部地整管内における、災害復旧等に関する表彰又は感謝状の受賞実績 3
（災害復旧等の地域貢献度、 中部地整管内における、災害支援活動実績 2
災害協定の有無） 中部地整管内における、災害協定を締結 1

該当無し 0
◎企業信頼度 該当無し 0 0 0 0
（指名停止等の措置） 該当有り -5 -5 -5 -5

合計 合計 7 7 6

基本事項評価 ◎業務実績 同種 1～10 2 2 1
(技術者） 類似 0 0 0 0

◎業務成績 中部地整平均77点以上 4 4 4 4
中部地整平均75～77点 3 3 3 3
中部地整平均73～75点 2 2 2 2
中部地整平均60～73点、他機関での４年以内の同種・類似 1 1 1 1
中部地整平均60点未満、他機関での４年以内の同種・類似なし 0 0 0 0

○技術者信頼度 中部地整の実績 2 2 2 2
（優良表彰の有無） 中部地整以外の全国レベル 1 1 1 1

無し 0 0 0 0
△地域精通度 ○○ 3
（地域での業務経験） ◇◇ 1

△△ 0
△手持ち業務量 ○○ 3～5

△△ 0

合計 合計 8 8 7

技術提案書評価 ◎実施方針 25 15 10
◎業務実施体制 20 10 10
□特定テーマ１ 20 10
□特定テーマ２

合計 45 45 30

ヒアリング ■技術者としての基本的な技術力 － － 7
■技術提案書の内容に関する知識 － － 10

合計 0 0 17

総合計 60 60 60

１：１、１：２

ヒアリング無し ヒアリング
有り

配点イメージ

10

10～25
10～20
10～20

10～20

5～7

「◎」：必ず設定
「○」：原則設定
「△」：必要に応じて設定
「－」：原則設定しない

※ 評価項目を追加しても、評価項目の合計
点数は変更しない。

※ 業務の特性に応じ、実施方針と実施体制
と特定テーマの配点を合計30点又は45
点として適宜設定する。

※ 技術対話型の業務実績の評価は、プロ
ポーザル方式と同様に5段階の相対評価
を行う。

□特定テーマの設定は、１テーマを基本とす
る。但し１：１では原則設定しない。

■ヒアリングは１：２、１：３の「ヒアリング有り」
の場合に設定する。

標準配点のイメージ：Ｈ２６ガイドライン

30

２）評価基準 【総合評価落札方式】



標準配点イメージ：「国土交通省登録技術者資格」を活用する業務

①「技術者資格登録簿」の区分に管理技術者及び担当技術者の記載がある（今回は参考）
②「技術者資格登録簿」の区分に管理技術者のみ記載がある（砂防が該当）
③「技術者資格登録簿」の区分に担当技術者のみ記載がある（道路が該当）

評価項目

標準配点

１：１又は１：２
（テーマ、ヒアリング無し）

① ②
③

橋梁
③

トンネル

基本事項評価
（企業）

業務実績
同種業務 １ １ １

類似業務（同種のみ設定の場合は評価しない） ０ ０ ０

業務成績

中部地整平均点76点以上 ４ ４ ４

中部地整平均点74～76点 ３ ３ ３

中部地整平均点72～74点 ２ ２ ２

中部地整平均点60～72点、
他機関での４年以内の同種・類似有

１ １ １

中部地整平均点60点未満、
他機関での４年以内の同種・類似なし

０ ０ ０

業務拠点

(1)競争参加資格要件で営業拠点等の所在地を「中部地方整備局管内」としている場合
※営業拠点等とは、○○管内に技術者が1名以上常駐する本社（店）、支社（店）又は営業所等を有

していることをいう。

事務所管内に営業拠点等を有する ２ ２ ２

○○県内に営業拠点等を有する。 １ １ １

中部地方整備局管内に営業拠点等を有する。 ０ ０ ０

(2)競争参加資格要件で営業拠点等の所在地を「○○県内」としている場合

事務所管内に営業拠点等を有する。 ２ ２ ２

○○県内に営業拠点等を有する。 ０ ０ ０

企業信頼度
（文書注意等の措置）

該当無し ０ ０ ０

文書注意措置後１ヶ月 －２ －２ －２

口頭注意措置後１ヶ月 －１ －１ －１

合計 ７ ７ ７ 31

２）評価基準 【総合評価落札方式】

一部改定



評価項目

標準配点

１：１又は１：２
（テーマ、ヒアリング無し）

① ②
③

橋梁
③

トンネル

基本事項評価
（技術者）

管理技術者

資格(1)

技術士 － － ３

ＲＣＣＭ等（上記以外の競争参加資格要件として設定し
た資格）

－ － １

資格(2)

技術士、博士 ３ ３ －

国土交通省登録技術者資格※ ２ ２ －

上記以外の競争参加資格要件として設定した資格 １ １ －

業務実績
同種業務 ２ ２ ２

類似業務（同種のみ設定の場合は評価しない） ０ ０ ０

業務成績

中部地整平均点77点以上 ４ ４ ４

中部地整平均点75～77点 ３ ３ ３

中部地整平均点73～75点 ２ ２ ２

中部地整平均点60～73点、
他機関での４年以内の同種・類似有

１ １ １

中部地整平均点60点未満、
他機関での４年以内の同種・類似なし

０ ０ ０

技術者信頼度
(優良表彰の有無)

中部地整の実績 ２ ２ ２

中部地整以外の全国レベル １ １ １

無し ０ ０ ０

担当技術者 資格

技術士、博士※１
２

－
２

２

国土交通省登録技術者資格※ － １

上記以外の競争参加資格要件として設定した資格 １ － １ －

合計 １３ １１ １３

技術提案書

実施方針 ２０ ２２ ２０

業務実施体制 ２０ ２０ ２０

合計 ４０ ４２ ４０

総計 ６０ ６０ ６０

○「国土交通省登録技術者資格※」とは、公共工事に関する調査及び設計等の品質確保に資する技術者資格登録規程（平成26年11月28日付け国土
交通省告示第1107号）に基づき、国土交通大臣の登録を受けた資格をいう。（官報告示及び国土交通省ホームページにおいて公表）

※１：③橋梁、トンネルについては「博士」は設定しない。 32

２）評価基準 【総合評価落札方式】



基本事項（技術者）：資格に関する要件

①「技術者資格登録簿」の区分に管理技術者及び担当技術者の記載がある（今回は参考）

(1) 配置予定管理技術者

(2) 配置予定担当技術者
※複数の予定担当技術者が申請された場合は、申請された全ての予定担当技術者の評価点の平均値とする。

配点 判断基準

３
技術士(総合技術監理部門：建設部門関連科目、又は、建設部門)
博士（工学）、博士（理学）、博士（学術）（専門分野：○○に関する研究）

２ 国土交通省登録技術者資格※（施設分野：○○－業務：○○）

１ 上記以外の競争参加資格要件として設定した資格

配点 判断基準

２

技術士(総合技術監理部門：建設部門関連科目、又は、建設部門)
博士（工学）、博士（理学）、博士（学術）（専門分野：○○に関する研究）

国土交通省登録技術者資格※（施設分野：○○－業務：○○）

１ 上記以外の競争参加資格要件として設定した資格

②「技術者資格登録簿」の区分に管理技術者のみ記載がある
（砂防（施設分野：砂防設備、地すべり防止施設－業務：点検））

(1) 配置予定管理技術者

配点 判断基準

３
技術士(総合技術監理部門：建設部門関連科目、又は、建設部門)
博士（工学）、博士（理学）、博士（学術）、博士（農学）（専門分野：砂防に関する研究）

２ 国土交通省登録技術者資格※（施設分野：砂防施設、地すべり防止施設－業務：点検）

１ 上記以外の競争参加資格要件として設定した資格
33

２）評価基準 【総合評価落札方式】



基本事項（技術者）：資格に関する要件

③「技術者資格登録簿」の区分に担当技術者のみ記載がある
（道路（施設分野：橋梁（鋼橋）、橋梁（コンクリート橋）－業務：点検、診断））

(1)配置予定管理技術者

(2)配置予定担当技術者
※複数の予定担当技術者が申請された場合は、申請された全ての予定担当技術者の評価点の平均値とする。

配点 判断基準

２
技術士(総合技術監理部門：建設部門関連科目、又は、建設部門)

国土交通省登録技術者資格※（施設分野：橋梁（鋼橋）、橋梁（コンクリート橋）－業務：点検、診断）

１ 上記以外の競争参加資格要件として設定した資格

配点 判断基準

３ 技術士(総合技術監理部門：建設部門関連科目、又は、建設部門)

１
ＲＣＣＭ
土木学会認定技術者【特別上級、上級、１級】
上記以外の競争参加資格要件として設定した資格

（道路（施設分野：トンネル－業務：点検、診断））

(1)配置予定管理技術者

(2)配置予定担当技術者
※複数の予定担当技術者が申請された場合は、申請された全ての予定担当技術者の評価点の平均値とする。

配点 判断基準

３ 技術士(総合技術監理部門：建設部門（トンネル）、又は、建設部門（トンネル）)

１ ＲＣＣＭ（トンネル）

配点 判断基準

２ 技術士(総合技術監理部門：建設部門（トンネル）、又は、建設部門（トンネル）)

１ 国土交通省登録技術者資格※（施設分野：橋梁（鋼橋）、橋梁（コンクリート橋）－業務：点検、診断） 34

２）評価基準 【総合評価落札方式】



評価項目 評価の着目点 配点

判断基準

基本事項
（企業）

業務実績 平成17年度以降に完了した同種又は類似業務の実績（平成26年度完了予定も対象に含む）を以下のとお
り評価する。

① 同種業務の実績がある
② 類似業務の実績がある

① 1
② 0

【同種業務のみを設定した場合】
平成17年度以降に完了した同種又は類似業務の実績（平成26年度完了予定も対象に含む）を以下のと
おり評価する。
① 同種業務の実績がある

① 1

業務成績 平成22年度以降（過去４年間）の中部地方整備局発注業務におけるTECRISの業務分野のうち、該当する
業務分野（別表－１に示す。）に該当する業務成績の平均点を次の順位で評価する。
なお、平成22年度以降に中部地方整備局発注業務におけるTECRISの該当業務分野において該当する業
務の平均点が60点未満の場合及び平成22年度以降に中部地方整備局発注業務におけるTECRISの該当
業務分野において該当する業務の受注実績が無い場合で、平成22年度以降に中部地方整備局以外の機
関（以下、「他機関」という。）における同種又は類似業務の受注実績が無い場合は、加点しない。

① 中部地方整備局発注業務における平均点が76点以上
② 中部地方整備局発注業務における平均点が74点以上76点未満
③ 中部地方整備局発注業務における平均点が72点以上74点未満
④ 以下のいずれかの場合

・中部地方整備局発注業務における平均点が60点以上72点未満
・平成22年度以降に中部地方整備局発注業務におけるTECRISの該当業務分野において該当する業
務の受注実績が無い場合で、平成22年度以降に他機関における同種又は類似業務の実績が有る場
合

⑤ 以下のいずれかの場合
・中部地方整備局発注業務における平均点が60点未満
・平成22年度以降において、中部地方整備局発注業務におけるTECRISの該当業務分野において該
当する業務の受注実績及び他機関における同種又は類似業務の受注実績が無い場合

① 4
② 3
③ 2
④ 1
⑤ 0

②「技術者資格登録簿」の区分に管理技術者のみ記載がある
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（砂防（施設分野：砂防設備、地すべり防止施設－業務：点検））

２）評価基準 【総合評価落札方式】



評価項目 評価の着目点 配点

判断基準

基本事項
（企業）

業務拠点 業務拠点を以下のとおり評価する。
(1)競争参加資格要件で営業拠点等の所在地を「中部地方整備局管内」としている場合

① 事務所管内に営業拠点等を有する
② ○○県内に営業拠点等を有する。
③ 中部地方整備局管内に営業拠点等を有する。
※ 営業拠点等とは、○○管内に技術者が1名以上常駐する本社（店）、支社（店）又は営業所等を有し

ていることをいう。

① 2
② 1
③ 0

(2)競争参加資格要件で営業拠点等の所在地を「○○県内」としている場合
① 事務所管内に営業拠点等を有する。
② ○○県内に営業拠点等を有する。

① 2
② 0

企業信頼度
（文書注意等の措置）

技術提案書提出日において以下の期間内である場合、評価点を減じるものとする。
なお、中部地方整備局発注の建設コンサルタント業務等に係る措置に限る。
① 該当なし
② 文書注意措置後1ヶ月
③ 口頭注意措置後1ヶ月

① 0
② －2
③ －1

合計 7

基本事項
（技術者）

管理技術者 資格 以下の順位で評価する。
① 技術士、博士
② 国土交通省登録技術者資格※
③ 上記以外の競争参加資格要件として設定した資格

① 3
② 2
③ 1

業務実績 平成17年度以降に完了した同種又は類似業務の実績（平成26年度完了予定も対象に含む）を以下のとお
り評価する。
① 同種業務の実績がある
② 類似業務の実績がある

① 2
② 0

【同種業務のみを設定した場合】
平成17年度以降に完了した同種又は類似業務の実績（平成26年度完了予定も対象に含む）を以下のとお
り評価する。

① 同種業務の実績がある

① 2

②「技術者資格登録簿」の区分に管理技術者のみ記載がある
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（砂防（施設分野：砂防設備、地すべり防止施設－業務：点検））

２）評価基準 【総合評価落札方式】



評価項目 評価の着目点 配点

判断基準

基本事項
（技術者）

管理技術者 業務成績 平成22年度以降（過去４年間）の中部地方整備局発注業務におけるTECRISの業務分野のうち、該当する
業務分野（別表－１に示す。）に該当する業務成績の平均点を次の順位で評価する。
なお、平成22年度以降に中部地方整備局発注業務におけるTECRISの該当業務分野において該当する業
務の平均点が60点未満の場合及び平成22年度以降に中部地方整備局発注業務におけるTECRISの該当
業務分野において該当する業務の受注実績が無い場合で、平成22年度以降に中部地方整備局以外の機
関（以下、「他機関」という。）における同種又は類似業務の受注実績が無い場合は、加点しない。

① 中部地方整備局発注業務における平均点が77点以上
② 中部地方整備局発注業務における平均点が75点以上77点未満
③ 中部地方整備局発注業務における平均点が73点以上75点未満
④ 以下のいずれかの場合

・中部地方整備局発注業務における平均点が60点以上73点未満
・平成22年度以降に中部地方整備局発注業務におけるTECRISの該当業務分野において該当する業
務の受注実績が無い場合で、平成22年度以降に他機関における同種又は類似業務の実績が有る場
合

⑤ 以下のいずれかの場合
・中部地方整備局発注業務における平均点が60点未満
・平成22年度以降において、中部地方整備局発注業務におけるTECRISの該当業務分野において該
当する業務の受注実績及び他機関における同種又は類似業務の受注実績が無い場合

① 4
② 3
③ 2
④ 1
⑤ 0

技術者信頼度
（優良表彰の有無）

平成23年（表彰受賞年）以降の優良表彰の受賞の有無について以下のとおり評価する。
なお、優良表彰の受賞実績は、技術者が受賞したものを対象とし、国土交通省による優良表彰の他、公的
機関による全国レベルでの賞の受賞、表彰及び関連分野での論文賞、著作賞、全国規模の発表会での
受賞等も認める。
ただし、対象となる優良表彰の受賞は、業種区分：土木関係建設コンサルタント業務で受賞したものに限
る。

①中部地方整備局からの優良表彰の受賞実績
②他地整又は公的機関による全国レベルでの賞の受賞実績
③優良表彰の受賞実績がない

① 2
② 1
③ 0

合計 11
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②「技術者資格登録簿」の区分に管理技術者のみ記載がある （砂防（施設分野：砂防設備、地すべり防止施設－業務：点検））

２）評価基準 【総合評価落札方式】



評価項目 評価の着目点 配点

判断基準

技術提案書 実施方針 実施方針（工程表や業務フロー等を含む）について、業務の内容、目的を理解し、業務特性を踏まえた業
務実施方針の妥当性が高い場合に優位に評価
（着目点）

・目的、条件、内容の理解度
・本業務における特殊性（業務特性）に基づいた着眼点（課題）等の明確な記載
・業務実施手順を示す実施フロー及び工程表の妥当性
・当該業務の着眼点（課題）や留意点と、その対応策についての適切な内容の記載の有無

22

業務実施体制 実施体制について、業務を遂行する上でより適切な体制が確保されており、業務経験者や専門技術者を
配置している場合に優位に評価
（着目点）

・業務を遂行する上でのより適切な実施体制の確保
・業務の経験者や専門技術者を配置
・ミス防止体制の記載があり、その妥当性が高い
・セキュリティ及びコンプライアンス対策の記載があり、その妥当性が高い
・業務を遂行する上での工夫について記載があり、その妥当性が高い 等

20

合計 42

総計 60
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②「技術者資格登録簿」の区分に管理技術者のみ記載がある （砂防（施設分野：砂防設備、地すべり防止施設－業務：点検））

２）評価基準 【総合評価落札方式】



評価項目 評価の着目点 配点

判断基準

基本事項
（企業）

業務実績 平成17年度以降に完了した同種又は類似業務の実績（平成26年度完了予定も対象に含む）を以下のとお
り評価する。

① 同種業務の実績がある
② 類似業務の実績がある

① 1
② 0

【同種業務のみを設定した場合】
平成17年度以降に完了した同種又は類似業務の実績（平成26年度完了予定も対象に含む）を以下のと
おり評価する。
① 同種業務の実績がある

① 1

業務成績 平成22年度以降（過去４年間）の中部地方整備局発注業務におけるTECRISの業務分野のうち、該当する
業務分野（別表－１に示す。）に該当する業務成績の平均点を次の順位で評価する。
なお、平成22年度以降に中部地方整備局発注業務におけるTECRISの該当業務分野において該当する業
務の平均点が60点未満の場合及び平成22年度以降に中部地方整備局発注業務におけるTECRISの該当
業務分野において該当する業務の受注実績が無い場合で、平成22年度以降に中部地方整備局以外の機
関（以下、「他機関」という。）における同種又は類似業務の受注実績が無い場合は、加点しない。

① 中部地方整備局発注業務における平均点が76点以上
② 中部地方整備局発注業務における平均点が74点以上76点未満
③ 中部地方整備局発注業務における平均点が72点以上74点未満
④ 以下のいずれかの場合

・中部地方整備局発注業務における平均点が60点以上72点未満
・平成22年度以降に中部地方整備局発注業務におけるTECRISの該当業務分野において該当する業
務の受注実績が無い場合で、平成22年度以降に他機関における同種又は類似業務の実績が有る場
合

⑤ 以下のいずれかの場合
・中部地方整備局発注業務における平均点が60点未満
・平成22年度以降において、中部地方整備局発注業務におけるTECRISの該当業務分野において該
当する業務の受注実績及び他機関における同種又は類似業務の受注実績が無い場合

① 4
② 3
③ 2
④ 1
⑤ 0
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③「技術者資格登録簿」の区分に担当技術者のみ記載がある （道路（施設分野：橋梁（鋼橋）、橋梁（コンクリート橋）、トンネル
－業務：点検、診断））

２）評価基準 【総合評価落札方式】



評価項目 評価の着目点 配点

判断基準

基本事項
（企業）

業務拠点 業務拠点を以下のとおり評価する。
(1)競争参加資格要件で営業拠点等の所在地を「中部地方整備局管内」としている場合

① 事務所管内に営業拠点等を有する
② ○○県内に営業拠点等を有する。
③ 中部地方整備局管内に営業拠点等を有する。
※ 営業拠点等とは、○○管内に技術者が1名以上常駐する本社（店）、支社（店）又は営業所等を有し

ていることをいう。

① 2
② 1
③ 0

(2)競争参加資格要件で営業拠点等の所在地を「○○県内」としている場合
① 事務所管内に営業拠点等を有する。
② ○○県内に営業拠点等を有する。

① 2
② 0

企業信頼度
（文書注意等の措置）

技術提案書提出日において以下の期間内である場合、評価点を減じるものとする。
なお、中部地方整備局発注の建設コンサルタント業務等に係る措置に限る。
① 該当なし
② 文書注意措置後1ヶ月
③ 口頭注意措置後1ヶ月

① 0
② －2
③ －1

合計 7

基本事項
（技術者）

管理技術者 資格 以下の順位で評価する。
① 技術士
② ＲＣＣＭ等（①以外の競争参加資格要件として設定した資格）

① 3
② 1

業務実績 平成17年度以降に完了した同種又は類似業務の実績（平成26年度完了予定も対象に含む）を以下のとお
り評価する。
① 同種業務の実績がある
② 類似業務の実績がある

① 2
② 0

【同種業務のみを設定した場合】
平成17年度以降に完了した同種又は類似業務の実績（平成26年度完了予定も対象に含む）を以下のとお
り評価する。

① 同種業務の実績がある

① 2

40

③「技術者資格登録簿」の区分に担当技術者のみ記載がある （道路（施設分野：橋梁（鋼橋）、橋梁（コンクリート橋）、トンネル
－業務：点検、診断））

２）評価基準 【総合評価落札方式】



評価項目 評価の着目点
配点

判断基準

基本事項
（技術者）

管理技術者 業務成績 平成22年度以降（過去４年間）の中部地方整備局発注業務におけるTECRISの業務分野のうち、該当する業
務分野（別表－１に示す。）に該当する業務成績の平均点を次の順位で評価する。
なお、平成22年度以降に中部地方整備局発注業務におけるTECRISの該当業務分野において該当する業
務の平均点が60点未満の場合及び平成22年度以降に中部地方整備局発注業務におけるTECRISの該当業
務分野において該当する業務の受注実績が無い場合で、平成22年度以降に中部地方整備局以外の機関
（以下、「他機関」という。）における同種又は類似業務の受注実績が無い場合は、加点しない。

① 中部地方整備局発注業務における平均点が77点以上
② 中部地方整備局発注業務における平均点が75点以上77点未満
③ 中部地方整備局発注業務における平均点が73点以上75点未満
④ 以下のいずれかの場合

・中部地方整備局発注業務における平均点が60点以上73点未満
・平成22年度以降に中部地方整備局発注業務におけるTECRISの該当業務分野において該当する業務
の受注実績が無い場合で、平成22年度以降に他機関における同種又は類似業務の実績が有る場合

⑤ 以下のいずれかの場合
・中部地方整備局発注業務における平均点が60点未満
・平成22年度以降において、中部地方整備局発注業務におけるTECRISの該当業務分野において該当
する業務の受注実績及び他機関における同種又は類似業務の受注実績が無い場合

① 4
② 3
③ 2
④ 1
⑤ 0

技術者信頼度
（優良表彰の有無）

平成23年（表彰受賞年）以降の優良表彰の受賞の有無について以下のとおり評価する。
なお、優良表彰の受賞実績は、技術者が受賞したものを対象とし、国土交通省による優良表彰の他、公的
機関による全国レベルでの賞の受賞、表彰及び関連分野での論文賞、著作賞、全国規模の発表会での受
賞等も認める。
ただし、対象となる優良表彰の受賞は、業種区分：土木関係建設コンサルタント業務で受賞したものに限る。

①中部地方整備局からの優良表彰の受賞実績
②他地整又は公的機関による全国レベルでの賞の受賞実績
③優良表彰の受賞実績がない

① 2
② 1
③ 0

担当技術者 資格 下記の評価順位は、①と②は同位とし、③を次位とすることを標準とする。
※複数の予定担当技術者が申請された場合は、申請された全ての予定担当技術者の評価点の平均値と

する。
① 技術士
② 国土交通省登録技術者資格※
③ 上記以外の競争参加資格要件として設定した資格

橋梁
①② 2
③ 1

トンネル
① 2
② 1

合計 1341

③「技術者資格登録簿」の区分に担当技術者のみ記載がある （道路（施設分野：橋梁（鋼橋）、橋梁（コンクリート橋）、トンネル
－業務：点検、診断））

２）評価基準 【総合評価落札方式】



評価項目 評価の着目点 配点

判断基準

技術提案書 実施方針 実施方針（工程表や業務フロー等を含む）について、業務の内容、目的を理解し、業務特性を踏まえた業
務実施方針の妥当性が高い場合に優位に評価
（着目点）

・目的、条件、内容の理解度
・本業務における特殊性（業務特性）に基づいた着眼点（課題）等の明確な記載
・業務実施手順を示す実施フロー及び工程表の妥当性
・当該業務の着眼点（課題）や留意点と、その対応策についての適切な内容の記載の有無

20

業務実施体制 実施体制について、業務を遂行する上でより適切な体制が確保されており、業務経験者や専門技術者を
配置している場合に優位に評価
（着目点）

・業務を遂行する上でのより適切な実施体制の確保
・業務の経験者や専門技術者を配置
・ミス防止体制の記載があり、その妥当性が高い
・セキュリティ及びコンプライアンス対策の記載があり、その妥当性が高い
・業務を遂行する上での工夫について記載があり、その妥当性が高い 等

20

合計 40

総計 60

42

③「技術者資格登録簿」の区分に担当技術者のみ記載がある （道路（施設分野：橋梁（鋼橋）、橋梁（コンクリート橋）、トンネル
－業務：点検、診断））

２）評価基準 【総合評価落札方式】



Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

４．「平成２６年度 建設コンサルタント業務

等における入札・契約手続きに関するガイド
ライン」の一部改定
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Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

４－１.評価基準の見直し

44



【企業信頼度（指名停止等の措置）】
企画提案書提出日において以下の期間内である場合、評価点を減じる。
なお、営業停止処分以外は、中部地方整備局からの処分に限る。

【企業信頼度（文書注意等の措置）】
企画提案書提出日において以下の期間内である場合、評価点を減じるものとする。
なお、中部地方整備局発注の建設コンサルタント業務等に係る措置に限る。

配点

判断基準
プロポーザル方式

総合評価落札方式
簡易公募型競争入札方式

指名競争入札方式

０ ０ ①該当なし

－１０ －５

②以下のいずれかに該当する。
ア）営業停止又は指名停止期間満了後６ヶ月
イ）文書注意措置後２ヶ月
ウ）口頭注意措置後１ヶ月

配点

プロポーザル方式
総合評価落札方式

簡易公募型競争入札方式、
指名競争入札方式

判断基準

０ ①該当なし

－２ ②文書注意措置後１ヶ月

－１ ③口頭注意措置後１ヶ月

要件の緩和

45

全国ルールとの整合性の観点から、以下を改定する。

１）基本事項（企業）：企業信頼度（指名停止等の措置）

【プロポーザル方式、総合評価落札方式、価格競争方式】現 行

改 定



Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

４－２.競争参加者・発注者の入札・
契約手続きにおける負担の軽減

46



１）総合評価審査委員会、入札・契約手続運営委員会の見直し

これまで：Ｈ２６ガイドライン 今回適用：Ｈ２６ガイドライン（一部改定）

■企画提案の審査
・現行ヒアリング前に実施

↓
・ヒアリング後に、ヒアリング結
果と一括審査

■ヒアリングの対象
・企画提案の評価60%以上の
者

↓
・応募要件を満たす全ての者

手続きの軽減

47

【プロポーザル方式】

　・応募要件、評価基準の包括的審査

　・時間的猶予がない場合は、当該分野の専門家２名以上

  　の委員による持ち回り審査も可

　・ＷＴＯ協定適用業務は、日刊業界紙に掲載依頼

　・業務の概要

　・参加表明書及び企画提案書の提出方法

　・業務概要の詳細な情報

　・企画提案書の作成・提出に関する留意事項 ＊

　・応募要件、企画提案書の評価基準　等

＊

　・応募要件を満たす全ての者

　　非選定者には理由を付して通知

＊＊

　・ヒアリングの日時等の通知

　・選定した全ての者を対象とする。

　・企画提案書の審査（ヒアリング結果を含む）

　・時間的猶予がない場合は、当該分野の専門家２名以上

  　の委員による持ち回り審査も可

非特定者には理由を付して通知　

＊＊

参加表明者が技術提案書作成に要する作業量が少ない場合かつ業務の発注予定について十分に周知徹底が図られて

いる場合には５日程度の短縮が可能。

行政機関の休日に関する法律（昭和63年法律第91号）第1条に規定する行政機関の休日を含まない。

日

内

以

内

7

日

10

日

以

簡易公募型（拡大含む）プロポーザル方式の手続き

20

日

総合評価審査委員会

建設コンサルタント選定委員会
入札・契約手続き運営委員会

競争参加者の資格に関する公示
（設計共同体公示）

手続き開始の公示、説明書の交付開始

又

参加表明書、企画提案書
の提出期限

非選定理由の説明要求

30

日

5

日

5

は

20

日

非特定理由の説明要求

内

ヒアリング

ヒアリング日時等の通知

建設コンサルタント選定委員会
入札・契約手続き運営委員会

応募要件の審査・選定要件の確認
（建設コンサルタント選定委員会の活用）

選定通知

総合評価審査委員会
(企画提案の審査)

30

日

設計共同体資格認定申請期限

以

日

理由の説明要求に係る回答

企画提案書の特定・通知

＊＊

＊

20

理由の説明要求に係る回答

設計共同体資格認定の通知

設計共同体認定

契約手続きに移行

簡
易
公
募

拡
大



■Ｈ２６ガイドライン（一部改定）

○特定テーマは１テーマを基本とし、業務の内容に応じて追加設定する。

○企画提案書については、実施方針でＡ４判１枚以内、業務実施体制でＡ４判１枚以内、特定テーマは１テー
マにつきＡ４版１枚以内【特定テーマに応じてＡ４判２枚以内とすることができる。】の提出を求めるものとし、
必要な場合は、特定テーマの提案内容の根拠等を説明できる資料を補足資料として添付することを認め
る。なお、補足資料は評価の対象としない。

■Ｈ２６ガイドライン

○特定テーマは、業務の内容に応じ、１～３テーマ程度を設定する。

○企画提案書については、実施方針で１枚以内、業務実施体制で１枚、特定テーマで１テーマにつき２枚以
内の提出を求めるものとし、必要な場合は、特定テーマの提案内容の根拠等を説明できる資料を補足資
料として添付することを認める。なお、補足資料は評価の対象としない。

２）特定テーマ数、提出様式の軽減
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【プロポーザル方式】

競争参加者・発注者の負担軽減

応募要件：企画提案書に関する要件 特定テーマ



■Ｈ２６ガイドライン（一部改定）

○特定テーマは、評価値配点割合が１：３の業務については必ず設定することとし、１：２の業務は、特定テー
マを設定しない事を標準とし、業務の内容に応じて設定することができるものとする。

○なお、１：１の業務については、特定テーマを設定しないものとする。

○特定テーマを設定する場合は、１テーマを基本とする。

■Ｈ２６ガイドライン

○特定テーマは、業務内容に応じ求めることができるものとし、評価値配点割合が１：３の業務については必
ず設定することとし、１：２の業務は、設定することを基本とする。

○なお、１：１の業務については、特定テーマを設定しないものとする。

○特定テーマを設定する場合は、１テーマを基本とする。

３）総合評価落札方式（１：２）の業務における特定テーマ
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【総合評価落札方式】

競争参加者・発注者の負担軽減

競争参加資格要件：技術提案書に関する要件 特定テーマ



■Ｈ２６ガイドライン（一部改定）

○技術提案書については、実施方針でＡ４判１枚以内、業務実施体制でＡ４判１枚以内、特定テーマは１テー
マにつきＡ４版１枚以内【特定テーマに応じてＡ４判２枚以内とすることができる。】の提出を求めるものとし、
必要な場合は、特定テーマの提案内容の根拠等を説明できる資料を補足資料として添付することを認め
る。なお、補足資料は評価の対象としない。

■Ｈ２６ガイドライン

○技術提案書については、実施方針で１枚以内、業務実施体制で１枚、特定テーマで１テーマにつき２枚以
内の提出を求めるものとし、必要な場合は、特定テーマの提案内容の根拠等を説明できる資料を補足資
料として添付することを認める。なお、補足資料は評価の対象としない。

受発注者の負担軽減

４）技術提案書提出様式の軽減
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【総合評価落札方式】

競争参加資格要件：技術提案書に関する要件


